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①源泉控除対象配偶者について 

・職員本人の所得の見積額が 900万円を超える場合は、A欄に配偶者を記  

載することはできません。 

 ・「0～95万円以下」の所得の見積額を記入してください。給与収入の場合、

所得＝給与収入－控除額（55万円）です。年間の給与収入が 150万円を

超える人は所得が 95万円を超えるため該当しません。 

②控除対象扶養親族について 

 ・年齢 16歳以上（平 21.1.1以前生）の扶養親族を記入します。  

 ・取消の場合は赤色のペンで二重線を引き、異動事由を記載してください。 

                  ▹記入例では二郎さん 

・扶養親族が年齢 19歳以上 23 歳未満（平 14.1.2～平 18.1.1生）の場合、 

「特定扶養親族」に✓を入れます。 ▹記入例では三郎さん 

 ・扶養親族が年齢 70 歳以上（昭 30.1.1 以前生）の場合、次のいずれかに

✓を入れます。 

   （１）その人が職員または職員の配偶者の直系親族で同居を常況とし   

ているとき…「同居老親等」 ▹記入例では一郎さん 

   （２）その人が（１）に該当しない場合…「その他」 

 ・年金収入の場合、所得＝年金収入－控除額（65歳以上：110万円、65歳

未満：60万円）です。見積額の横に「（年金）」と記載してください。 

年間の年金収入が 65 歳以上で 158 万円、65 歳未満で 108 万円を超える

人は該当しません。 

③障害者,寡婦,ひとり親又は勤労学生について 

 ・この欄は年齢 16 歳未満（平 21.1.2 以後生）の扶養親族も対象となりま

す。 

・職員または配偶者が障がい者の場合は該当の欄に✓を、それ以外の扶養

親族の場合は該当の欄に✓と人数を記入します。 

 「左記の内容」欄にその人の氏名や該当する事実を記載します（申告書

裏面参照）。 

・職員が寡婦、ひとり親、勤労学生の場合は該当の欄に✓を入れます（申

告書裏面参照）。 

④他の所得者が控除を受ける扶養親族等について 

 ・他の所得者が控除を受けている場合、その内容について記入してくださ   

い。 

⑤住民税に関する事項について 

 ・年齢 16 歳未満（平 21.1.2 以後生）の扶養親族を記入します。令和 6 年

中に出生した子等を追加する場合、必ず朱書きし、マイナンバー提供書

を提出してください。個人番号は直接記入しないでください。 

 ・退職手当等（源泉徴収されるものに限る）の支払いを受ける配偶者（生

計を一にする配偶者で、令和 6 年中の退職所得を除いた合計所得金額の

見積額が 133 万円以下であるものに限る）又は扶養親族について記載し

ます。 

○扶養対象者を追加した場合、その方のマイナンバーの提出が必要です。 

申告書には直接記入せず、別途「マイナンバー提供書」を提出してください。 

 

○給与所得と年金所得がある方は、所得の計算の際、注意が必要です。 

（給与所得控除後の金額＋公的年金等の所得控除後の金額－10万円） 

 ※「基礎控除申告書 兼 配偶者控除等申告書 兼 定額減税のための申告書 兼 所得金額調整控除申告書」裏面の【所得金額調整控除の額の計算

方法】の②をご覧ください。 
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